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レーザースキャナーを用いた架空線と上部工との離隔調査
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１．はじめに 

 ＪＲ鹿児島本線を跨ぐ高架橋の工事において，架

空線と新設予定の上部工との離隔を確認する為に計

測を行った．架空線は在来線が稼働中であり，立ち

入って直接計測することが困難であったことと縦断

方向に湾曲していることから離れた位置から３次元

の計測ができる地上型レーザースキャナー（以下，

LS）を用いて計測した．計測した点群データと上部

工３次元設計モデルを重ね合わせることで，上部工

と架空線の離隔を測定した．

２．３次元設計モデル

３次元設計モデルの作成には SketchUP(Google

社)を使用した．設計断面図に奥行を与え３次元モデ

ルを作成した(図-1)． 

３．３次元現況モデル 

（１）LS による現況計測 

現況計測には「P40」(Leica 社)を使用し，上り線

側２箇所，下り線側２箇所の計４箇所にて３次元計

測を行った(図-2)．工事前後のレール変位計測も兼

ねて計測をしたため LS を足場材にてレールより高

い位置に設置する必要があった．足場上での計測で

は操作時のゆれなどの影響が懸念されたため遠隔に

て操作を行った(図-3)． 

（２）点群処理 

計測したデータを「Cyclone」(Leica 社)を使用して

座標を持った点群に合成した後，「TREND-POINT」

(福井コンピュータ)によりノイズ除去等の点群処理

を行った．基準点を用いた精度確認の誤差はＸ座標

で最大 7mm，Ｙ座標で最大 1mm，Ｚ座標で最大 4mm

で国交省の管理要領による精度管理基準値である

±20mm 以内となった． 
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図-2 LS 計測位置図 
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図-4 ３次元空間による離隔確認状況（下り線２ 鹿児島方）

表-1 ３次元空間による離隔確認 

図-5 鹿児島方 横断図 

図-6 架空線 下り線２ 縦断図 

４．離隔距離算出結果 

LS にて計測した点群データと設計図から作

成した上部工３次元設計モデルを「Navisworks」

(Autodesk 社)で合成して３次元空間で離隔を

測定した(図-4)．架空線は上り線，下り線とも

に２本ずつあり，それぞれの両端部で計８箇所

を測定した(表-1)． 

測定した結果，下り線２の鹿児島方の離隔が

最も小さい事が分かった．この位置に対して断

面図を出力して詳細確認を行った． 

断面図の出力には「TREND-POINT」(福井コ

ンピュータ)を使った．地表面ラインと架空線

の点群データを設計図面に落とし込み現況横

断図を作成した(図-5)．また架空線の点群デ

ータのみを抽出して設計図面に落とし込み現況

縦断図も作成した(図-6)． 

３次元空間による測定結果と断面図による

測定結果では数センチの誤差が発生した．これ

は架空線自体が厚み（径）をもっていることと，

３次元空間での測定はカーソルで指定した任

意の位置での測定であることから誤差が生じ

たと考えられる．

５．まとめ 

今回の計測によりLSの活用法として電線等

の架空線にも対応することが可能であること

がわかった． 

従来の計測方法では線路内に立ち入り，電

車の運行しない夜間での計測となり，軌道走

行用高所作業車の使用や事前の届け出を提出

して感電しないよう事前の手続きが必要だっ

た．しかし LS を使用した場合，在来線の運行

による影響を受けることがないため，時間に制

限を受けずに条件の良いタイミングで計測が

できることがわかった． 

危険な場所や立ち入り禁止区域などにおい

ても離れた場所から安全に計測できるため，LS

は多岐分野にわたり活用できると思われる． 

これからもＩＣＴを活用して効率よい業務を

推進していきたいと考えている． 

 VI-407 令和元年度土木学会全国大会第74回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers VI-407


